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セ 力 ベスト定理と経済政策

鈴 木 守

1. はじめに

2. リプシー= ランカスターによる 

セ力ンド. ベスト定理

3 . デイヴィス=ウィンストンによるその修正

4 . 一般化されたセ力ンド . ベスト定理とその政策的含意

1. はじめに

完全競争がある種の条件の下で資源の最も効率的な 

利用を保証するという命題は，厚生経済学の基本定理 

としてよく知られている。A • スミスが，そのメカニ 

ズムを神の見えざる手にたとえてH 由主義政策の基礎 

にして以来，この命題は，多くのミクロ的な経済政策 

の理論的な支柱とされてきた。

例えば，ここ数年来わが国でも急に脚光を浴びるに 

室った有効競争論にしても，公企桀を競争原理の中で 

生かそうとする公共政策にしても，あるいはまた，公 

窖規制のように一定の行動基準を守らせた上で競中原 

理の導入をはかろうとする政策にしても，その正当性 

の根拠を，暗黙のうちに，この命題に求めているふし 

が見受けられる。しかし，それらの政策は決して完全 

競争そのものの実現を意図したも，のではない。はじめ 

から完全競争を制約するような条件を認めた上で，可 

能なかぎり競争市場を実現しようとする政策:e ある。 

したがって，そのような政策がはたして資源の効率的 

な利用に結びづくかどうかは，厚生経済学の蓺本定理 

の安易な類推によってではなく，別途に確かめズみな 

ければならない問題である。实際，実行可能な多くの 

経済政策が，所詮，.欠陥をーづ一つ除去していく，弥 

縫的な袖整政策（piecemeal policy)の域を出ないとする 

ならば，この問題の解決は極めて重喪な意味をもつも 

のと言わなくてはならない。

2 . リプシー= ランカスタ一による 

セカンド、ベスト定理

久しく自明のことと考えられてきたこの問題に根本

的な疑問を提出し，一つのはっきりした解客を与えた

のは，R • G ‘ リプシーとK . ランカスターめ共同論( 1)
文 「セカンド•ベストの—般理論」である。そこでま 

ずこQ 論文に従って論点を要約することから始めよう。 

71個の変数' ah，、ids,  ，Xn を含むある関数 -'
F{xi ,  Xz, .......，a”） (2.1)

を，，約条件

G(o：i , Xi ,  , xn) —0 (2. 2)
のもとで最大（もしくは最小）にするという典型的な最 

大 値 (最小値) 問題を考える。関数F ならびにG は,連 

続微分可能であるほか当面必要な条件はf ベて•満たし 

てV、るものと仮萣する。ことで，パレート最適の必要 

条件をラグランジュの未定乘数法によって求めれは'
:0 2, n) (2, 3)

が得られ，ここからラグラシジュ乗数 X を消去して 

9F 9G
— — 2 , ......... , 1 ) ( 2 . 4 )
dXn dXn

という周知の_ 係式を導くことができる。

ところで，いま何らかの理由によって，ぬの生産に 

ついてはこのような効率的生産のための必喪条件の達 

成が妨げられており，その生産活豳が 

d¥ 3G

OF dG
dxi dXi

dxi
3F
dXn

■k

dXi
dG
dXn

( ゐ丰1) (2.5)

注（1 ) R.  G. Lipsey and K. Lancaster, 
1956-57).

"The General Theory of Second Beat” ( R e v i e w  o f  E c o n o m i c  S t u d i e s ,  V o l  24,

66(118)
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のような形で制約されているものと仮矩する。 したが 

ってこの場合には，パレート最適というべストの状態 

を実現するととはできない。しかし，（2 .2) 式に加え 

て （2 .5 )式をも新たな制約条件とした上で, F を最大 

(最小）にするとと’はできる0 それが， V プシー， ラン 

カスタ一の言う「セ力 、ノ ド• ベストj の意味である。 

以下実際にそのための必要条件を求めてみる。

A を単M化のために一定と仮定し，>!、n をラグラ 

ンジa 乗数と匱いて， この場合のラグヲンジュ式を示 

せば

w = m パ (2.6)

となる。

して

したがって，最大（最小)•のための必要条件と

3P
diXi -r - 3G

dXi
d2F dF d2F dF

dxidxi dxn dxndxi dxi
( dF V  
V d  X n  ノ 

92G 3G d2G dG
dxidxi dxn dx'ndxi dxi
— — 爾

“ = 1，2 , ……，れ) (2. 7)
が得られる。これは, さらに；〔 〕内の第1 項を Q,-, 
ゐで割った第2 項 を Ri :と置ぐと，（2. 4) に相当する 

式として

5F
dxt
互
d ^ n

dG
dsCi 1 + M  Qt— んRf 

ガ d G / d ^ r

7A
+1

_

_
_Jt M Qn — R々’n .Ci= 1，2, 1)

dG/dxn
「 （2.8)

，に変形することができる。すなわち，このような条件 

が満たされたときに, セ力ンド•ベストの状態が達成 

きれるのである。

そして，この状態がパレート最適と一致しているた 

めには,
Q{—kR{

' (2.9)
1+. ^  dGldxr
1 + - :fcRn

ギ dGldXn
が 1 に等しくなければならない，そのためには, 

⑴  M ~ 0  .

Q»—/cRi Qn—kRn
( i i ) 办丰0 , dG/dXi 8Gldx„

(2. 10)

のいずれかが満たされていなければならないが• 
であれば，‘ の場合に ,

dF dG .
dxi dxi ,
OcCn OXn

が成立しては 5) の前提条件と矛盾するし，またQや

R の性質からして, （H)が一般的成立するという保証

もない。したがって（2.5 )式のような形で新たに制約

条件が付加されると，一般fc, セ力ンド •ベ ス ト の た

めの必要条件は，パレート最適のための必要条件とは

一致し.なくなる。しか.も, (2. 8 ) ..式は任意のW につ

いて成立しているのであるから，ここからさらに次の

ような重大な痛結がもたらされる。

「よく知られているように，パ レ ー ト最適が達成さ

れるには，全ての最適条件が同時に満たされなければ

ならない。ととろで，セカンド_ • ベストのための-.-般

定理によれば，もし，パ レー ト最適条件のーづヵt達成

きれなくなるような制約条件が一般均衡体系g 持ち込

まれると，他のパレート最適条件は，たとえそれらが

十分逹成可能であ卩たとしても，もはや一般には望ま

しいものとは言えなくなる。言いかえれば，パレート

最適条件の一つが満たされなくなると，そこでめ最適

状態は，他の全てめバレ一ト最適条件から離反するこ

とによってはじめて達成することができる。このよう

にして最終的に到達しうる最適状態は,パレート最適

の実現を妨げるような制約条件のもとで達成しうるも

のであるから，次善の最適（second best optimum) と呼 ( 2 )
んでもよいであろう。 ’

デイヴイス= ウィンス 

によるそめ修正

'ノ

上述の結論は極めて遠大な政策的含意を持っている。

すなわち，その結論に従えば,ある社会に独占的な大

企業が存在したり，あるいは定められた法的規制に服

して生産活動を行っている企業が存在すると,.それ以

外の分野で完全競承を実現させても，ヤカンド•ベス

トには結びつかない。したがって，この種のピースミ

一ル政策は全くその論拠を失うことになる。

このような政策的帰結を導いたリプシー= ランカス • (3 )
タ ー の セ ガ ン F •ベ ス ト 定现は，V、くつかの論争の後，

0. A .デイヴィスならびにA. B. ウインストンによっ

注（2 ) Lipsey and Lancaster, o p .  cit., p.._ll•.ただし，明由なミス• プリントは訂正してある》

_ —— 67(119). — ~-
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(4)
て根本的な批判が加えられ，その結果，ピースミ一ル 

政策の評価をめぐって，振子は再び大きく無れ反るこ 

とに’なった。

デイヴィスニウィンストンは，• リプ'ン一=ランカスタ

一の論旨を忠実に跡づけながら，そこに次のような修

正を試みた。すなわち，前述の目的関数（1 1 ) ならび(5)
に当初の制約条件式（2.2) に分離可能（s e p a r a b l e ) とい 

う性質を付け加える。すると，当然のことながら，

となり，したがって, この場合には（2. 7) 式は

■ (3.1)

3G -0 ( i= 2 , 3, •••*•■, n) (3. 2)oF j ,
dxi dc(i

となる。これは言うまでもなく（2. 3 )式に等しい。た

だし， リプシ一=ランカスターに従って; i  を問題

の生産者とすると，i 半j より，i の範囲は2 か ら ま

でである。 その点を考慮しても, i= 2 ,  3 , 1
に つ い では， (3. 2) 式よりパ レ一ト最適の必要条件

( 2 . 4 )が立派に成立する。そして，社会全体にづいて

セカンド . ベストの状態が達成されるためには,その

ほかに，ぬとルについてだけ前述の制約式 (2 .5) が

満たされていればそれで十分である。

ここで決定的な役割を演じている「分離可能」と'、

う仮宛は, 上述の結果を導くための十分条件であるが，

それは必ずしも不当に厳しい仮定ではない，とデイヴ

ィ.ス=ゥィンストンは強誠する。「もし，，体系内に技術

的外部効果が存在しないならば，一般均衡体系.におい

ても，経済主体 (■ 傾や生產老）塔位では，分離は可

能だと考えなければならない。 リプシー-ランカスタ

一 の モデル が この重要な事実を覆V、かくすような仕方

で定式化されており，がつ，そのような矩式化が実際

に各種経済主体の行動仮説の雄礎となっていない以上,
それとは興った一般均衡体系のもとでセ力ンド•ベス( 6 )
トの概念を明確化する必要があるであろう。」

こうして，デイヴィス=ウィ'ノブ、トンに従えば，社 

会の一部にパレート最適の達成を妨げるような制約条

件が存在しても，残されだ分跹で完全競-争を実現ずる 

ことは，セカンド • ベズトの達成に貢献する。したが 

って，競争促進を枢軸とするピースミ一ル政策は十分 

にその— 摁を诗つととになる0
：... . 』

4 . 一般化された七カンド. ベスト 

■ 定理とそめ政策的含意

このように極端に対立する掃結をもfこらず可能性め 

あるセ力ンド' . ベスト定理を正しく理解するためには， 

体系の定式化をもう少し丁寧に行う必袈がある。そこ 

で，次めような莪本的なモデルを考える。 ’
与えられた71個の生産関数 '

X r - f r ( v i r ,  V2r, . “ … ，认奸）. （デ= 1 , 2 , “％ M)  ( 4 . 1> 
と，利用可能な資源に対する制約

Vj =  Vii +  Vj2 +  • •； * • +  V/n (j =  l ,  2, - ym) (4. 2) 
のもとで, 産 出 量 ル の 集 合 ：

[ah, CC2i  S »n] (4.3}
を最大にする。

ここセも，定石どおりラグランジュの未定乘数法に 

よ.って，ル の う ち 一■つを除く他の產出m を，-•矩とし 

て，残った一つの産出量を’最大にするための条件を求 

めると，

d fr  d f ,
羞=璧 (I：舞:I;::::::，な)(4.4)
dVjr dvSs

が得られる。すなわち，任意めどの生産者をとっても， 

双方で同じ生産要素を用いてV、るかぎり，限界転形率 

は全て等しくなっていなければならない。

きてここで，企業 1 につし、ては，‘他の全ての企業と 

の間に，次の （4 .5 )式のような制約条件が課され't v V

Ofr
/一 =  9 Q . . . . . .  ' m  ' \ (4.5)

s
i

l
f

. ovir 
OVjr

fr=-2, 3, •••• 
\i ,  ^ '  =  1. %

" , n

注（3 〉 例えば* M, McManus, "CommentB on the General Theory of Second Best” ( R e v i e w  d f  J E c o n o m i c  S t u d i e s ,  VoL 
26,1958-59), R. G. Lipsey and K, Lancaster, “McManus on Second Best” ( R e v i e w  o f  E c & n o 7 r t i c  S t u d i e s ,  Vol* 26, 
1958-59).

( 4 )  0 . A‘ Davis and AiB. Whmftton, ''Welfare Economics and the Thcot*y of Second Best” ( R e v i e w  o f  E c o n m i c

S t u d i e s ,  V o l.32,1965).
( 5 ) 例数/ ( め,私 ……, A ) が分離可能とは， /

/ ( ^ l , .....................，欠” ）= / l ( 允1) + ア2( 妁H .+ ム ( 尤n ) となることを言う？

( 6 )  Davis and Whinston, o p .  c U ti p. 3. *
• ——  6 8 ( /如 ) 一—~— ’

m m

メ t

嚷

I
卜:く

J
v 

X

i
I

i

1

1

• _ セ カ ソ ド .ぺ ス

雄純化めためにたを一定とすると，この場合のラダラ 

ンジュ式は（

W  = :  2  ん ( / V — a ? r )  f  2  y j C V j - ^  ........................

M l  M l：
dvix ^ dvir 

, di)j\ dv jr /
、

6,
 4.

.n
,0

•■
■
*
2, 

2

,

1

’ 

1

.-I

=l
i

-となる。. ただし，ン2 = 1 .であるa これをVir iこついて 

•偏微分を行ってゼロと置ぐとン

d \ v  3 a y v

dVirdVir -y*

kjUr
d V r  dfr_ d 2fr d f r

dvir2 dVjr dvirdvjr dvir

( ^ 7
fr  =  2, 3, p " '，W H)  (4.7) I 、 ,  m l

が得ら杵る。 これが制約条件として新たに (4 .5) 式を 

課した場合のセ 力 ン ド . ベ ス f の必要条件である。 リ 

プシー= ラン 力 ス タ 一の条件は 7 ) 式 と は ，同式の〔 〕 

灼 の 羡 1 項に相当する部分が異る。 .

ところで；パレート最適の_ 成を妨げるような制約 

条件が，企業 1 と企業11との間だけで課されて.V‘たら 

どうなるであろうか。すなわち， (4. 5 )式に代って, 
df± d f^

(“ = 1 ，2, ……，饥） （4. 8)
；. dvji dVjn 

が付加的な制約条件となっている場合である》ラグラ 

ンジュ式を求めで> • で偏微分を行うと，

务 嫩 M t ぽニ)
(4.9)

.となり, ここからラグラシジュ乘数を消去すれば,ま 

さしくパレ一ト痗適の必要条件(4. 4) が得ら;Kる。

こわよう：にして，一般化されたセカンド.ベスト定 

理として, 次のような結論を得る，まず，制約条件が 

(4. 5 ) 式で示されるようなヶ一スでは,必要条件を示 

ず式はリヅ、ンー= 9 ソカスターが導出したものとは興 

るが，結論的には彼らの主張が妥当する。 しかし,制 

約条件が ( 4 ,8 )式のような場合にはデイヴィスニウ4 
シストンの主張が正Cい。そして最後に，全セの坐跑 

者が他の生産渚の用V、る企ての生途耍率の影響を直接 

注( 7 ) m m 晶 r次善的最適の理‘ (神j袖大  < 商火論集，

上 翅 名 璧 改 1
• 受けている場否，言いかえれば，外部効果が究全に行 

き渡っていて全ての生産関数が

vt,  • • , • • • • ,  v , r t )  ( 4 . 10)

p 等し .くなって"いる.場合には，. リヅシー- 9 ンガスタ 

一のセ力ンド . ベスト定理が完全に妥当する。 しかし， 

このようなケースは現実にははとんど起らなV、と考え

でよいであろうぐ

. 以上の分析から，特宠の生産者間にp いてのみ制約 

条件が課されている場合には，それ以外の分野で競争 

促進政策を採用することは十分意味があるが，制約条 

件がある特定の生産者と他の全ての生産者とを一律に 

規制するような形で課されている場合には，他の分野 

-で競争を促進してもセ力ンド•ベストには結びつかな 

いことがわかった。 しかし，よく考えてみると,後希 

•の前提すなわち(4 .5) 式の右辺が成立しているという 

こと自体，残りの分野では既に完全競争が実現してい 

ることを意味している。 したがって，それ以上いかに 

競争の促進をはかってももはや資源のより効率的な利 

用に寄与する余地はなく，この場合には，実行可能か 

どうかはともかくとして（4 .7) 式に従って資源利用の 

矯正をはかる以外に事態を改善する途はない。 しかし， 

残りの分野といえども完全競争が実現するということ 

は極めて稀有の雄態である。 したがって，限界転形率 

が全て等しくなるということもまずないと言ってよV、。 
もしそう年とすれば，制約条件も一般には(4 .8) 式の 

ように表わすことができるはずで，その場合には競乎 

促進政策が十分意味をもつことは既に明らかにしたと 

おりである。言いかえれば，現実にはほとんどの場合， 

部分的に（4.9)式の実現をはかるためのピースミ一ル 

軾策は有効であ令。ここに，セカンド.ベスト定理の 

最も蜇要な政策的含意があるといえよう。

稿を閉じるにあたり， リ プ シ ー = ランカスタ一の主 

張の不備を，直感的にではあるが，デイヴィスやウィ‘ 
ンストンよりも早い時期に指摘された故黒岩洋S f e の 

名を記して. 質福を祈りたい。
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近世農村社会における人口増加と経済
— 一 長 州 藩 の 場 合 ——

種 本 洋 哉

1. 人口雜

2. m m m
3 . 集約的農業

4 . 貨幣择済—— 結びにかえて一 -

序

この小槁で意図されることは，人口変化と近世農村 

社会にみられた経済上の変イ匕との関速を徳川中期以降 

の長州藩について明らかにずるという一つのケース. 
ワークである。

経済史の理解に「人口j の観点を導入する方法は西 

欧におし、ては一般化しているといえるが，我国におV、 
ても最近ではようやく，宗門帳を素材とした人口史の

研究が経済史の分野に登場しつつある。索門帳を素材

とした研究が人口史研究の精緻な分析を可能’とし，そ

れが経済史の理解に十分役立ち得る資料を提供してV、
るととは最近の研究によっても明らかである。

本稿ではかかる研究動向に沿い，いわば，宗門帳に

よる精緻な人口史研究の前段階として，宗門帳分析の

みからでは直接には明らかにされ得ない人口と経済の

関速を他資料を用いて検討しようとするものである。2
■長州藩では周知の如く, 防長風土注進案をはじめ，

地下上申，石高帳，郡中大略，郡治一覧といった藩全

域に亘る政治，経済，社会上の調査が村培位にいくつ.
か報告されていた。以下でなされる分析は，そのうち (3)
の注進案（天保期)，地下上申（享保期）に多く依っ：a 、 

る。人口につv、て地下上申め作成された時期と注迤案 

€)作成された時期の村侮め変化をとり，生産に関して

注 （ 1 ) 速 水 融 「人 口 史 研 究 の 意 義 と 方 汰 J 社 会 経 済 史 学 会 馆 3 7 囲 火 会 報 告 *■経 済 史 に お け る 人 丨 :丨』 所 収 。 並 び に 氏 の 宗 門  

帜 を 索 材 と し た 一 速 の 研 究 。 ’

( 2 ) 紙 者 は 现 在 ， 人 口 史 研 究 の 一 貢 と し て 癸 濃 国 の 宗 丨 》〗帳 に つ い て 分 析 を 行 い つ つ あ る 。

( 3 ) 防驿科土注進案は天保13年K西暦1842年）の毛利本藩領全域に亘る村別地誌の総称である。その内容は，芦t丨，職 

楽別戸ロ, .階辟別戸ロ，m m m ,  租税高，_ 物産, m m , 船数•滞溜池等と詳細な記軟を見ることが出

來b  .
地 下 上 中 は 莩 保 1 2 年 （四 磨 1 ね 7 年 ) 〜 :d 辦 3 年 1 7 5 3 印 ） の 获 藩 領 全 域 に 関 す る 村 明 細 帳 で あ る ， 内 容 は ぽ | 岛  

の 石 尚 ， 陪 炤 別 戸 W , 牛 馬 数 ， 身 数 ， 并 手 溜 池 等 が 記 さ れ て い る 。 .
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近世農村社会における人ロ塯加と経済

も両期問の村毎の変化を考え，両者の相互関速を検討

する時系列的分析と，頗る詳細な報告をもつ注進案の

横断面的分析が中心となっている。即ち> 地域的にみ

られる人口増減の差異が経済上の変化の地域的差異に- (4)
どのように関連していたかを示すことである。

ところで，以下の分析で，経済上の変化に■対応させ 

.てる人口途化は全て勞働力の変化を反映しているもの 

と仮定している。つまり，ある地域での人口増加は, 
その地域にそれまで以上に努働力を吸引，滞留させる 

経済上の変イ匕が生じたという仮定である。もし人口学 

的分析がいくちかでもこの地域の村々について可能で 

あるならば,■自然増加がどの程度であったかを確定出 

来るし，年齢別構成比率を知ることにより労働力変化 

をより正しく, とらえることも可能であるのだが，実際 

には，資料からは2 時点の村毎の総人口数を知るのみ 

であり,、この点で分析が幾分祖略なものとなってしま 

うことは杏めない。厳密に富うならば，人口増減が労 

働力’増減を正しく反映するためにはv HI然増加率，年 

齢別構成比率，し性比，人ロに対する社会的抑制力が全 

て地域的に一定である,場合にのみ言えることなのであ 

る。

又，各村毎の総人ロの増減分が労働力の増減を反映 

レているものとしても，過剰人口の問題は無視されて

地図①人口指数

しまう。従ってここでは，過剰人口についてもそれは, 
各地方友全て一定であるということを前提にして出発せ 

ざるを得ない。

以下め分析で前提，制約は他にもいくつかある。例 

えば，ここで扱う諸数値は全て村舉位のものであり， 

従って村落内部に生じたであろう諸変化の相殺された 

結果の数値であることはその1 つである。これらの数 

値からは村毎の平均的な姿を知るにすぎないのである。 

又，この時代の数値がどれ程の信憑性をもっていたか 

も大きな問題である。特に生産に関する記載について 

は，貢租回避の動きが予想されるだけに問題となると 

ころである。ここではそれを修正するすべは持ちあわ 

せておらず，貢租の回避の程度が全ての地域について 

一定であったと考える他はない。

しか’し，かかる制約を考慮、しなければならないとし 

ても，以下で検討する諸数値が意味を全く失ってしま 

うこ，とはない。資料上に現われた諸数値を相対値と考 

えて分析を行うならば，それはそれで十分意味を持ち 

得ると考える。

1. 人 口 推 移

享保以降め所謂幕府全国人口調査から徳川後期全0 -  
(地下上申〜注進案）

迕( 4 ) 防長両国の人口変化を地域的に詳細な分析を試みた研究としては, 
察一一萩藩の場合—— 」西村睦w編. 8■藩領の歴史,地迦』が既にあるホ
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